
令和８年２月３日 

政策経営部財政課 

 

令和８年度 都区財政調整について 

 

 令和８年度都区財政調整について、下記のとおり報告する。 

 

記 

 

１ 令和８年度都区財政調整概要 

（１） 調整税等合計 ２兆４，１０６億円 （前年度比＋４．３％） 

（２） 交付金総額(調整税等×56％＋精算分)Ａ １兆３，６０４億円 （  同  ＋４．８％） 

（３） 基準財政収入額 B １兆６，５４２億円 （  同  ＋９．６％） 

（４） 基準財政需要額 C ２兆９，３３０億円 （  同  ＋７．４％） 

（５） 交付金(＝A) １兆３，６０４億円 （  同  ＋４．８％） 

 ① 普通交付金（94％）（C－B） １兆２，７８８億円  

 ② 特別交付金（6％） ８１６億円  

 

２ 令和８年度都区財政調整の主な特徴 

（１）交付金の総額 

財源である市町村民税法人分や固定資産税の増等により、１兆３，６０４億円と

なり、前年度と比べ６２１億円、４．８％の増となった。 

（２）基準財政収入額 

特別区民税について、雇用・所得環境の改善を反映したほか、地方消費税交付金

が個人消費の堅調な推移による増等を見込んだことなどにより、１兆６，５４２億

円、前年度と比べ１，４４６億円、９．６％の増となった。 

なお、自動車関係諸税の見直しに伴い、環境性能割交付金の廃止や軽自動車税の

区分変更を反映している。 

（３）基準財政需要額 

高校生等医療費助成事業費など７項目の新規算定や、子ども医療費助成事業費な

ど２９項目の算定改善等に加え、公共施設改築工事費の臨時的な算定などにより、

２兆９，３３０億円となり、前年度と比べて２，０２９億円、７．４％の増となっ

た。 

 

３ 令和７年度都区財政調整の取扱い 

令和７年度における都区財政調整については、最終財源超過額が４７７億円とな

った。このため、特別区人事委員会勧告による給与改定に伴う標準給単価等の見直

しや新型コロナウイルス予防接種費など、４７３億円を普通交付金で追加交付し、

４億円を特別交付金に加算する再調整を行う。 

 

４ その他 

本件については、令和８年２月３日開催予定の都区協議会において、都区双方で

協議し、正式に合意される予定である。 
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（単位：百万円、％）

1,540,360 1,515,905   24,455   1.6

767,871 697,861   70,010   10.0

10 10   0   0.0

102,386 97,720   4,666   4.8

0 37 △ 37   －

2,410,627 2,311,533   99,094   4.3

1,349,951 1,294,458   55,493   4.3

  10,437   3,822   6,615   －

Ａ 1,360,388 1,298,280   62,108   4.8

1,278,765 1,220,384   58,381   4.8

81,623 77,897   3,726   4.8

Ｂ 1,654,228 1,509,674   144,554   9.6

1,169,339 1,078,926   90,413   8.4

環 境 性 能 割 59 279 △ 220 △ 78.9

種 別 割 － 3,755 △ 3,755 皆減

軽 自 動 車 税 ※1 3,818 －
  

3,818   皆増

68,540 65,541   2,999   4.6

0 0   0   

1,241,757 1,148,501   93,256   8.1

9,538 12,082 △ 2,544 △ 21.1

29,462 29,496 △ 34 △ 0.1

59,206 35,911   23,295   64.9

284,609 251,965   32,644   13.0

42 42   0   0.0

－ 4,778 △ 4,778   皆減

8,955 4,948   4,007   81.0

1,633,568 1,487,722   145,846   9.8

2,715 3,236 △ 521 △ 16.1

10,879 10,563   316   3.0

820 835 △ 15 △ 1.8

1,215 1,257 △ 42 △ 3.3

910 953 △ 43 △ 4.5

1,650,107 1,504,567   145,540   9.7

△ 22,002 △ 18,020 △ 3,982   －

26,123 23,127   2,996   13.0

Ｃ 2,932,993 2,730,058   202,935   7.4

2,315,782 2,185,005   130,777   6.0

617,211 545,053   72,158   13.2

1,278,765 1,220,384   58,381   4.8

1,278,765 1,220,384   58,381   4.8

81,623 77,897   3,726   4.8

1,360,388 1,298,280   62,108   4.8

※1 令和８年度税制改正大綱による区分
※2 端数処理の結果、縦横計が合わない場合がある。

令和８年度　　都　区　財　政　調　整　　（　フレーム対比　） （案）

区　　　　　　　分
令 和 ８ 年 度 令 和 ７ 年 度 差 引 増 △ 減 増　減　率

備 考
当 初 見 込 ア 当 初 見 込 イ ウ ＝ ア － イ
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額

調
　
整
　
税
　
等

固 定 資 産 税

市 町 村 民 税 法 人 分

特 別 土 地 保 有 税

法 人 事 業 税 交 付 対 象 額

固定資産税減収補塡特別交付金

計

条例で定める割合 56% 56%

当　年　度　分

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

計

内
　
訳

普 通 交 付 金 分 Ａ × 94%

特 別 交 付 金 分 Ａ × 6%

基 準 財 政 収 入 額

特
 

別
 

区
 

税

特 別 区 民 税

軽 自 動 車 税

特 別 区 た ば こ 税

鉱 産 税

小        計

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

基 準 財 政 需 要 額

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

計

地 方 揮 発 油 譲 与 税

自 動 車 重 量 譲 与 税

航 空 機 燃 料 譲 与 税

森 林 環 境 譲 与 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

合        計

特 別 区 民 税 特 例 加 減 算 額

地 方 消 費 税 交 付 金 特 例 加 算 額

経 常 的 経 費

投 資 的 経 費

　差        引　　　　Ｃ－Ｂ

交
付
額

普 通 交 付 金

特 別 交 付 金

計
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＜参考＞財調財源と財調交付金の推移

（単位：億円）

増減額 増減率 増減額 増減率 増減額 増減率 増減額 増減率 増減額 増減率

市町村民
税法人分

6,286 5 0.1% 6,309 23 0.4% 7,116 807 12.8% 7,706 590 8.3% 7,679 △ 27 △0.4%

固定資産
税

13,831 641 4.9% 14,361 530 3.8% 14,933 571 4.0% 15,166 233 1.6% 15,404 238 1.6%

２３区 11,604 688 6.3% 12,095 492 4.2% 12,599 504 4.2% 13,422 823 6.5% 13,604 182 1.4%

世田谷区 666 66 11.1% 672 6 0.9% 739 67 10.0% 725 △ 14 △1.9% 742 17 2.3%

※1 … 財調財源は、令和6年度までは決算額、令和7年度は再調整後の額、令和8年度は当初見込額

※2 … 23区交付金は、令和6年度までは決算額、令和7年度は再調整後の額、令和8年度は当初見込額

※3 … 世田谷区交付金は、令和6年度までは決算額、令和7年度は6次補正後予算額、令和8年度は当初予算額

※4 … 数値は、原則として表示単位未満を四捨五入しているため、増減額欄の数値が一致しない場合がある。

令和8年度見込み

交
付
金

財
調
財
源

令和５年度令和４年度 令和７年度見込み令和６年度

※1

※2

※3
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